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月次運⽤報告書米国株式インデックス・ファンド
追加型投信／海外／株式／インデックス型

設定来の基準価額(税引前分配金込)の推移 

純資産総額

分配実績（税引前、1万口当たり）

　　　　決算期 分配金

第1～3期累計 0円

第4期　（2021年3月10日） 0円

第5期　（2022年3月10日） 0円

第6期　（2023年3月10日） 0円 設定来累計

第7期　（2024年3月11日） 0円 0円

※運⽤状況により、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額騰落率（税引前分配金再投資）

※当ファンドの決算時に分配金があった場合に、その税引前分配金で当ファンドを購入（再投資）した

　 として計算した騰落率です。

上位10銘柄※

銘柄名 比率

MICROSOFT CORP 6.6%

APPLE INC 5.6%

NVIDIA CORP 4.8%

AMAZON COM INC 3.7%

ALPHABET INC-CL A 2.2%

META PLATFORMS INC-A 2.1%

ALPHABET INC-CL C 1.8%

BERKSHIRE HATHAWAY B 1.6%

BROADCOM INC 1.3%

ELI LILLY AND COMPAN 1.3%

上位業種構成比※ 比率

ソフトウェア・サービス 10.9%

半導体・半導体製造装置 9.7%

メディア・娯楽 7.8%

テクノロジー・ハードウェアおよび機器 7.2%

金融サービス 7.2%

医薬品・ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 6.6%

一般消費財・サービス流通・小売り 5.7%

資本財 5.6%

ヘルスケア機器・サービス 4.9%

エネルギー 3.9% ※比率はマザーファンド純資産総額対比です。

金融サービス

半導体・半導体製造装置

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス

テクノロジー・ハードウェアおよび機器

半導体・半導体製造装置

一般消費財・サービス流通・小売り

メディア・娯楽

メディア・娯楽

メディア・娯楽

ソフトウェア・サービス

3年 79.17% 83.36% -4.19%

5年 157.10% 166.62% -9.52%

設定来 203.46% 218.00% -14.54%

業種

6ヶ月 29.32% 29.83% -0.51%

1年 45.81% 46.99% -1.18%

3ヶ月 10.65% 10.85% -0.21%

98,568百万円

差

1ヶ月 0.91% 0.98% -0.06%

ファンド ベンチマーク 

基準価額 30,346円

2024年4月30日現在
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純資産総額（右軸）

基準価額（税引前分配金再投資）（左軸）

ベンチマーク（左軸）

(円)

設定・運⽤：

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

[ 商品概要 ]

設定日： 2017年9月29日 信託期間： 無期限

決算日： 3月10日（休業日の場合は翌営業日）

○本資料は金融商品取引法上及び投信法上の開示書類ではありません。

○本資料は、ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社（以下「弊社」とします）が当ファンドの情報提供を目的として作成したものであり、投資の勧誘を目的とするものではありません。

○本資料中の過去の運⽤実績に関するグラフ・数値等は将来の成果をお約束するものではありません。また、市場概況等は本資料作成時点の弊社の見解であり、将来の動向や結果を保証するものではありません。

○本資料の内容は作成日現在のものであり、将来予告なく変更することがあります。

○当ファンドは主に有価証券等に投資するため、組入れた有価証券等の値動きにより基準価額は変動しますので、これにより投資元本を割り込むことがあります。

また、投資信託の商品特性上、上記以外のリスクもあります。

※ベンチマークはS&P500（配当込み、円換算ベース）で、ファンド設定日を10,000として

換算し直しています。

※基準価額（税引前分配金再投資）は、信託報酬（後述の「ファンドにかかる手数料につい

て」参照）控除後の値です。

＜商品の特色＞

◆投資目的

米国の株式を主要投資対象としたした「米国株式インデックス・マザーファンド」受益

証券に投資することにより、中長期的にS&P500（配当込み、円換算ベース）の動

きに連動した投資成果の獲得を目指して運⽤を行うことを基本とします。

◆投資対象

米国株式インデックス・マザーファンド受益証券を主たる投資対象とします。

＜4月の市場概況＞

4月の米国株式市場は、下旬に中東情勢悪化への警戒感が和らいだことや好決算

などを受けたハイテク株高から反発しましたが、上旬から中旬にかけて底堅い米景気や

根強いインフレを受けた米連邦準備理事会(FRB)の利下げ先送り観測やオランダの

半導体製造装置大手ASMLホールディングの決算が市場予想を下回ったことなどから

調整した結果、下落しました。ダウ平均は37,815.92(前月比-5.00%) ナスダック

総合指数は15,657.82(前月比-4.41%) S&P500指数は5,035.69(前月比-

4.16%)で終了しました。

上旬は、市場予想を上回る3月の米ISM製造業景況感指数や米消費者物価指

数(CPI)に加えて、FRB高官が利下げに慎重な姿勢を示したことを受けたFRBの利下

げ先送り観測が重荷となり下落しました。

中旬は、堅調な経済指標やパウエルFRB議長が高インフレの継続に懸念を示したこ

となどを受けたFRBの利下げ先送り観測やオランダの半導体製造装置大手ASMLホー

ルディングの2024年1-3月期決算が市場予想を下回ったことが重荷となり下落しまし

た。

下旬は、2024年1-3月期の米個人消費支出(PCE)物価指数や米雇⽤コスト指

数がインフレ懸念を強める内容であったことが重荷となりましたが、中東情勢悪化への

警戒感が和らいだことに加えて、四半期決算が市場予想を上回ったアルファベットやア

ナリストが投資判断を引き上げたアップル、中国で運転支援機能の実⽤化への期待が

高まったテスラの上昇などが投資家心理を支え上昇しました。

外国為替市場は、中東の地政学リスクへの懸念や日本政府・日銀による為替介入

観測から円が買われる場面がありましたが、底堅い米景気や根強いインフレを受けた米

利下げ先送り観測を背景に日米の金利差拡大を意識した円売り・ドル買いが優勢と

なりました。ユーロやその他主要国通貨に対しても概ね円安の展開となりました。円は

対米ドルで月間3.63%下落の156.90円となりました。

(億円)



1 米国株式インデックス・マザーファンド受益証券への投資を通じて、米国の株式に投資します。

2 S&P500（配当込み、円換算ベース）をベンチマークとします。
●S&P500は、米国株式の代表的な500銘柄で構成される株価指数であり、S&P500（配当込み、円換算ベース）を当ファンドおよび
 投資対象とするマザーファンドのベンチマークとします。

 投資成果の比較基準となるベンチマークの騰落率は、オリジナル指数をもとに、投資信託の会計基準に合わせて委託会社が算出します。

3 当ファンドは、「ファミリーファンド方式」により運⽤を行います。

4 実質的な組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。
●投資対象国の通貨と円との間の為替変動により基準価額は変動します。

当ファンドは、主にマザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に米国の株式に投資を行いますが、主として以下に掲げ
る要因等により基準価額が大きく変動する場合があり、その運⽤成果（損益）はすべて投資者の皆さまに帰属します。したがっ
て、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことが
あります。
なお、投資信託は預貯金とは異なります。
当ファンドの主なリスクおよび留意点は以下のとおりですが、当ファンドのリスクおよび留意点を完全に網羅しておりませんのでご注

意ください。また、ファンドのリスクは以下に限定されるものではありません。

2最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

株価変動リスク

株式の価格は、一般に個々の企業の活動および業績、経営方針、ならびに法令順守の状況等に反
応して変動するほか、投資対象国の経済情勢および景気見通し、ならびに金利変動、為替相場お
よびそれらの見通し等にも反応して変動します。したがって、マザーファンドに組み入れられる株式の価
格は短期的または長期的に下落する可能性があります。

信⽤リスク
当ファンドは、米国の株式を実質的な投資対象としていることから、株式の発行者の経営・財務状況
の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により損失を被ることがあります。また、金融商品取
引の相手方や受託者の決済不履行または債務不履行等により損失を被ることがあります。

為替変動リスク
当ファンドの実質的な投資対象である米国の株式は外貨建資産であるため、当ファンドの基準価額
は為替変動の影響を受けます。一般に、主な為替相場の変動要因としては、金利変動、中央銀行
等による政策金利の変更または為替介入、政治的要因等があります。

流動性リスク

投資対象となる有価証券の市場規模や取引量が少ない状況や解約資金を手当てするために実質
的に保有する有価証券を大量に売却しなければならない状況においては、有価証券の取得、売却
時の売買価格は取引量の大きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できない
リスク、評価価格どおりに売却できないリスク、あるいは価格の高低に関わらず取引量が限られてしまう
リスクがあり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。
また、解約資金の手当てが間に合わず、売却した有価証券等の売却代金回収までの期間、一時的
に当ファンドで資金借入を行うことによって解約金の支払いに対応する場合があり、その場合の借入金
利は当ファンドが負担することになります。

●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありません。
●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境
が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が
限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止とな
る可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

ファンドの特色

投資リスク

基準価額の変動要因

その他の留意点

米国株式インデックス・ファンド
追加型投信／海外／株式／インデックス型

月次運⽤報告書



3最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

お申込みメモ

月次運⽤報告書

購 入 単 位 販売会社が定める単位にて受付けます。

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

購 入 代 金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換 金 単 位 販売会社が定める単位にて受付けます。

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 代 金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目以降にお支払いします。

購 入 ・ 換 金
申 込 不 可 日

原則として、米国の取引所または銀行の休業日

申 込 締 切 時 間 原則として、販売会社の毎営業日の午後3時までとします。

購 入 の 申 込 期 間
2023年6月10日から2024年6月11日まで
※当該申込期間終了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付の
中 止 お よ び 取 消 し

取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情（投資対象国
における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更、クーデター等政変、テロリズム、
戦争、天災地変等）による市場の閉鎖または流動性の極端な減少ならびに資金の受渡し
に関する障害等）があるときは 委託会社の判断により、購入・換金の申込受付の中止およ
び取消しを行う場合があります。

信 託 期 間 無期限（信託設定日：2017年9月29日）

繰 上 償 還
受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合または下回ることが明らかとなった場合、受
益者のため有利であると認める時、またはやむを得ない事情が発生した時は、償還することが
あります。

決 算 日 毎年3月10日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配

年1回の決算時に収益分配方針に基づき収益の分配を行います。ただし、委託会社の判断
により分配を行わない場合があります。
※当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金受取コース」があります。なお、お取扱い可能なコー
スおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせください。

信 託 金 の 限 度 額 ファンドの信託金限度額は1兆円です。

公 告 受益者に対する公告は、日本経済新聞に掲載します。

運 ⽤ 報 告 書
毎決算時および償還時に委託会社は交付運⽤報告書を作成し、販売会社を通じて知れて
いる受益者に対して交付します。

課 税 関 係

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）の適⽤対象であり、
2024年1月1日以降は一定の要件を満たした場合にNISAの適⽤対象となります。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※上記は、2023年9月末現在のものです。税法が改正された場合等には、変更される場合があります。

配当控除および益金不算入制度は適⽤されません。

フ ァ ン ド の 略 称
米国株
※日本経済新聞の「オープン基準価格」欄に掲載される当ファンドの略称です。

米国株式インデックス・ファンド
追加型投信／海外／株式／インデックス型
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ファンドの費用

月次運⽤報告書

投資者が直接的に負担する費⽤

購 入 時 購 入 時 手 数 料

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に2.2％（税抜2.0％）の率を
乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める額とします。ただし、つみ
たてNISAにて購入する場合は、購入時手数料はありません。
※購入時手数料は販売会社によるファンドの募集・販売の事務等の対価です。

換 金 時 信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤

運⽤管理費⽤
（信託報酬）

信託報酬の総額は、日々のファンドの純資産総額に年率0.495％（税抜0.45％）の信託報酬
率を乗じて得た額とします。
ファンドの信託報酬は、日々計上され、毎計算期間の最初の6 ヶ月終了日および毎計算期末（当
日が休業日の場合は翌営業日とします。）または信託終了のときに、信託財産中から支払います。
〈信託報酬率の配分（税抜）〉

その他の費⽤・
手 数 料

その他の費⽤・手数料として、以下の費⽤等がファンドから支払われます。これらの費⽤等は、運⽤状
況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することができません。
・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料
・監査費⽤
・信託財産に関する租税
・信託事務の処理に要する諸費⽤等

支払先 信託報酬率（年率） 役務の内容

委託会社 0.20%
委託した資金の運⽤、受託会社への指図、基準
価額の算出、法廷書面等の作成等の対価

販売会社 0.22%
交付運⽤報告書等各種書類の送付、口座内で
のファンドの管理、購入後の情報提供等の対価

受託会社 0.03%
運⽤財産の管理、委託会社からの指図の実行等
の対価

上記の手数料等の合計額等については、投資者の皆さまがファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することはできま
せん。

米国株式インデックス・ファンド
追加型投信／海外／株式／インデックス型



委託会社・その他の関係法人等

委託会社 ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社（ファンドの運⽤の指図を行う者）
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第345号

ホームページ ：https://www.ssga.com/jp

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会

電話番号 ：03-4530-7333 お問い合わせ時間（営業日）9:00 ～ 17:00

受託会社 三井住友信託銀行株式会社（ファンドの財産の保管および管理を行う者）

販売会社
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販売会社名 登録番号 加入協会

三井住友信託銀行株式会社 登録金融機関
関東財務局長（登金）
第649号

日本証券業協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人金融先物取引業協会

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長（金商）
第165号

日本証券業協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人金融先物取引業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

株式会社 SBI新生銀行
（委託金融商品取引業者
株式会社 SBI証券、
マネックス証券株式会社）

登録金融機関
関東財務局長（登金）
第10号

日本証券業協会
一般社団法人金融先物取引業協会

楽天証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長（金商）
第195号

日本証券業協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人金融先物取引業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

月次運⽤報告書米国株式インデックス・ファンド
追加型投信／海外／株式／インデックス型

税金

時期 項目 税金

分 配 時
所得税および
地 方 税

配当所得として課税
普通分配金に対して20.315％

換 金 （ 解約 ）
お よ び 償 還 時

所得材および
地 方 税

譲渡所得として課税
換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

●税金は表に記載の時期に適⽤されます。
●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

※税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利⽤の場合
   少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、少額上場株式等に関する非課税制度です。NISAをご利⽤の場合、毎年、一定額

の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得及び譲渡所得が一定期間非課税となりますが、2024年1月
1日以降は、一定の額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得及び譲渡
所得が無期限で非課税となります。ご利⽤になれるのは、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対
象となります。また、2024年1月1日以降は、税法上の要件を満たした商品を購入した場合に限り、非課税の適⽤を受けることがで
きます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※外国税額控除の適⽤となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。
※法人の場合は上記とは異なります。
※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

次ページへ続く

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。



⚫ 当資料は、ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社が作成した販売⽤資料であり、金融商品取引
法に基づく開示書類ではありません。

⚫ 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、将来に関し述べら
れた運⽤方針・市場見通しも変更されることがあります。当資料はステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株
式会社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではあ
りません。

⚫ 当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者
および許諾者に帰属します。

⚫ 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商
品であり、運⽤実績は市場環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。

⚫ 投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではあり
ません。また登録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。

⚫ 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）お
よび契約締結前交付書面等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見
書）、契約締結前交付書面等は販売会社にご請求ください。また、当資料に投資信託説明書（交付目論見
書）と異なる内容が存在した場合は、最新の投資信託説明書（交付目論見書）が優先します。

当資料のご利用にあたっての注意事項
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販売会社（つづき）

販売会社名 登録番号 加入協会

株式会社 SBI証券 金融商品取引業者
関東財務局長（金商）
第44号

日本証券業協会
一般社団法人金融先物取引業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

松井証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長（金商）
第164号

日本証券業協会
一般社団法人金融先物取引業協会

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長（金商）
第61号

日本証券業協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人金融先物取引業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

SMBC日興証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長（金商）
第2251号

日本証券業協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人金融先物取引業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

株式会社中国銀行 登録金融機関
中国財務局長（登金）
第2号

日本証券業協会
一般社団法人金融先物取引業協会

PWM日本証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長（金商）
第50号

日本証券業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

中銀証券株式会社 金融商品取引業者
中国財務局長（金商）
第６号

日本証券業協会

株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

登録金融機関
関東財務局長（登金）
第 633 号

日本証券業協会
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